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特集

の
理
由
、
ⅲ
条
件
付
対
価
を
測
定
す
る
た

め
に
用
い
た
評
価
技
法
お
よ
び
主
要
な
モ

デ
ル
の
イ
ン
プ
ッ
ト
に
つ
い
て
の
開
示
が

求
め
ら
れ
て
い
る（
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
３
号
Ｂ
67

項
⒝
）。

当
該
要
求
に
関
す
る
開
示
と
し
て
は
、

開
示
例
48
の
よ
う
な
事
例
が
あ
っ
た
。

⑶
　
企
業
結
合
に
よ
る
正
味
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー

当
該
注
記
は
日
本
基
準
に
お
い
て
も
同

様
の
注
記
が
求
め
ら
れ
て
い
る
が
、
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
３
号
に
基
づ
く
開
示
要
求
で
は
な

く
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
７
号「
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

計
算
書
」（
以
下
、「
Ｉ
Ａ
Ｓ
７
号
」と
い
う
）

に
お
い
て
開
示
が
要
求
さ
れ
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
７
号
は
取
得
企

業
に
対
し
、
期
中
の
子
会
社
ま
た
は
そ
の

他
の
事
業
に
対
す
る
支
配
の
獲
得
と
喪
失

の
両
方
に
関
し
て
、
次
の
各
項
目
を
総
額

で
開
示
す
る
こ
と
を
要
求
し
て
い
る（
Ｉ

Ａ
Ｓ
７
号
40
項
）。

⒜　
支
払
対
価
ま
た
は
受
取
対
価
の
合
計

⒝　
対
価
の
う
ち
現
金
お
よ
び
現
金
同
等

物
で
構
成
さ
れ
る
部
分

⒞　
支
配
を
獲
得
ま
た
は
喪
失
し
た
子
会

社
ま
た
は
そ
の
他
の
事
業
の
な
か
の
、

現
金
お
よ
び
現
金
同
等
物
の
金
額

⒟　
支
配
を
獲
得
ま
た
は
喪
失
し
た
子
会

社
ま
た
は
そ
の
他
の
事
業
の
な
か
の
、

現
金
ま
た
は
現
金
同
等
物
以
外
の
資
産

お
よ
び
負
債
の
金
額（
主
要
な
区
分
ご

と
に
要
約
）

当
該
要
求
に
関
す
る
開
示
と
し
て
、
開

示
例
49
の
事
例
を
紹
介
し
た
い
。

⑷
　
事
業
の
定
義

２
０
１
８
年
10
月
22
日
、「
事
業
の
定
義 

(

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
３
号
の
修
正)

」が
公
表
さ
れ
、

２
０
２
０
年
１
月
１
日
以
後
に
開
始
す
る

最
初
の
事
業
年
度
の
期
首
以
後
が
取
得
日

と
な
る
企
業
結
合
お
よ
び
資
産
の
取
得
に

適
用
す
る
必
要
が
あ
る
。
企
業
の
開
示
状

況
を
み
て
み
る
と
、
事
業
の
定
義
の
改
定

を
実
施
し
て
い
る
が
、
多
く
の
適
用
会
社

で
は
、
修
正
に
よ
る
連
結
財
務
諸
表
へ
の

重
要
な
影
響
は
な
く
、
具
体
的
な
記
載
は

見
受
け
ら
れ
な
い
。

上
位
４
項
目
は
過
半
数
の
企
業
で
選
択

初
度
適
用
時
の
免
除
規
定
の

選
択
状
況
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（出所）　日医工㈱　2021年３月期有価証券報告書　「５．企
業結合」より一部抜粋

（開示例49）　企業結合による正味キャッシュ・フ
ローに関する開示

⑸　取得に伴うキャッシュ・フロー 
（単位：百万円） 

 金額 
取得により支出した現金及び現
金同等物 10,040

取得時に被取得会社が保有して
いた現金及び現金同等物 △3,000

子会社の取得による支出 7,039

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
免
除
規
定
の
適
用
の
上
位
５
項
目
は

企
業
結
合
、リ
ー
ス
、過
去
に
認
識
し

た
金
融
商
品
の
指
定
、換
算
差
額
累
計

額
、株
式
に
基
づ
く
報
酬
取
引
で
あ
っ

た
。

●
企
業
結
合
と
リ
ー
ス
は
82
％
、過
去
に

認
識
し
た
金
融
商
品
の
指
定
は
68
％
、

換
算
差
額
累
計
額
は
55
％
、株
式
に
基

づ
く
報
酬
取
引
は
32
％
の
企
業
が
免
除

規
定
を
選
択
し
て
い
た
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
は
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
初
度
適
用
企

業
に
対
し
て
、
任
意
の
免
除
規
定
を
設
け

て
お
り
、
初
度
適
用
企
業
の
作
業
負
担
を

軽
減
す
る
よ
う
に
考
慮
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
１
号「
国
際
財
務
報
告
基
準
の
初
度

適
用
」（
以
下
、「
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
１
号
」と
い
う
）

が
規
定
す
る
免
除
規
定
は
次
頁
図
表
13
を

参
照
さ
れ
た
い（
２
０
２
１
年
７
月
末
時

点
で
公
表
さ
れ
て
い
る
基
準
を
対
象
と
し

て
い
る
）。

本
章
で
は
、
前
回
分
析
に
引
き
続
き
、

今
回
新
た
に
有
価
証
券
報
告
書
ま
た
は

「
上
場
申
請
の
た
め
の
有
価
証
券
報
告
書

（
Ⅰ
の
部
）」に
お
い
て
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
を
任
意


